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道内景気は、基調として緩やかに回復しており、北海道胆振東部地震の影響による下押し

圧力は緩和が続いている。生産活動は持ち直しの動きがみられる。需要面をみると、個人消

費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資は弱含みで推

移している。設備投資は、緩やかに持ち直している。公共投資は、減少基調で推移してい

る。輸出は、持ち直しの動きがみられる。観光は、来道者数は前年上回りに転じたが、外国

人入国者数は３か月連続で前年を下回った。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年比横ばいとなった。

消費者物価は、２４か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～３か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１２月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．８ポイン

ト上回る５５．０と上昇した。横ばいを示す５０を

２か月連続で上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

比横ばいの５５．２となり、横ばいを示す５０を３

か月連続で上回った。

１１月の鉱工業生産指数は９７．７（季節調整済

指数、前月比＋２．３％）と２か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では＋０．３％と４か

月ぶりに上昇した。

業種別では、石油・石炭製品工業等８業種

が前月比上昇した。パルプ・紙・紙加工品工

業等８業種が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～４か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．３％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比＋３．４％）は、飲食料品以

外の品目が前年を上回った。スーパー（同

▲０．６％）は、２か月連続で前年を下回った。

品目別では衣料品以外は前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．８％）

は、２か月ぶりに前年を上回った。

１１月の乗用車新車登録台数は、１２，８２３台

（前年比▲２．８％）と２か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋１５．４％）、

小型車（同▲７．２％）軽乗用車（同▲１５．１％）

となった。

４～１１月累計では、１１８，４８５台（前年比

▲２．５％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲０．６％）、小型車（同▲５．０％）、軽

乗用車（同▲１．５％）となった。

１１月の札幌ドームへの来場者数は、２５５千

人（前年比▲３．７％）と４か月連続で前年を

下回った。内訳は、プロ野球は試合なし、

サッカー２４千人（同 全増）、その他が２３１千

人（同▲１２．８％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～７か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１１月の住宅着工数は３，１７９戸（前年比

▲８．０％）と２か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲３．８％）、貸家

（同▲４．４％）、給与（同▲９６．０％）、分譲（同

▲３０．５％）となった。

４～１１月累計では２７，７０６戸（前年比

▲４．０％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲２．１％）、貸家（同▲４．８％）、

給与（同▲１１．１％）、分譲（同▲４．４％）と

なった。

１１月の民間非居住用建築物着工面積は、

１４６，５６８㎡（前年比＋１１．２％）と７か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲７０．６％）、非製造業（同＋２０．０％）であっ

た。

４～１１月累計では、１，４０３，０７９㎡（前年比

▲１４．９％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１３．５％）、非製造業（同

▲１５．１％）といずれも前年を下回っている。

１２月の公共工事請負金額は１５５億円（前年

比▲２．９％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

＋２７０．２％）、北海道（同＋５．８％）が前年を

上回った。国（同▲１７．５％）、市町村（同

▲８．１％）、その他（▲９０．７％）が前年を下

回った。

４～１１月累計では、７，２２７億円（同

▲３．９％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～３か月ぶりに増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～３か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１１月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，０５３千人（前年比＋１．３％）と３か月ぶ

りに前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲２．８％）、航空機（同＋１．３％）、フェ

リー（同＋６．２％）となった。

４～１１月累計では、９，３５１千人（同▲３．７％）

と前年を下回っている。

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１１４，８４８人（前年比▲５．５％）と３か月連

続で前年を下回った。４～１１月累計では、

１，１０６，４６９人（同＋６．３％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１０７，４１６

人（前年比▲５．４％）、旭川空港が４０７人（同

＋２５．６％）、函館空港が７，０１６人（同▲７．８％）

だった。

１１月の貿易額は、輸出が前年比１３．８％増の

３７２億円、輸入が同３５．６％増の１，３７２億円だっ

た。

輸出は、船舶、有機化合物、石油製品など

が増加した。

輸入は、石油製品、石炭、原油・粗油など

が増加した。

輸出は、４～１１月累計では２，７２８億円（前

年比＋８．８％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は横ばい

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２４か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２３倍（前年比＋０．０５ポイント）と１０６

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋４．４％と２か月連

続で前年を上回った。業種別では、建設業

（同＋１７．７％）、医療、福祉（同＋３．７％）、製

造業（同＋１３．６％）などが前年を上回った。

運輸、郵便業（同▲１３．４％）、卸売業、小売

業（同▲０．７％）などが減少した。

１２月の企業倒産は、件数が１８件（前年比±

０．０％）、負債総額が１５億円（同▲９５．０％）

だった。件数は前年比横ばいとなった。

業種別ではサービス・他が６件で最多とな

り、卸売業が４件、建設業が３件などとなっ

た。

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．０（前月比＋０．１％）となっ

た。前年比は＋１．８％と、２４か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１１月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

はおおむね安定している。石油製品の価格は

調査基準日（１２月１０日）時点で前月比、値下

がりとなった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０１８年１０～１２月期 実績

前期に比べ、売上DI（△３）は２ポ
イント低下、利益DI（△１５）は３ポイ
ント低下となった。売上DIは４期連続
のマイナス圏。利益DIも非製造業を中
心に悪化し、２期ぶりに低下した。ホテ
ル・旅館業などで北海道胆振東部地震に
よる業況への下押しがみられる。

２．２０１９年１～３月期 見通し

売上DI（△４）は前期比１ポイント
低下、利益DI（△１４）は前期比１ポイ
ント上昇と足踏みの見通し。製造業で業
況が持ち直す見込み。非製造業では、建
設業が減速する一方で、前期北海道胆振
東部地震の影響で大きく落込んだホテル
・旅館業が持ち直す見込み。

項 目
２０１５年
１０～１２

２０１６年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１７年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３
見通し

売上DI △９ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △４
利益DI △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１４

定例調査

北海道胆振東部地震による業況への下押しみられる
第７１回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０１８年１０～１２月期実績）

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 北海道胆振東部地震による業況へ
の下押しがみられる。

売上ＤＩ △３ △３ △１ △３ ２ △４
利益ＤＩ △１４ △１３ △１２ △１５ △１０ △１４

製造業 全業種で売上DIが悪化。
売上ＤＩ △６ △３ △９ △１４ ３ △５
利益ＤＩ △１１ △１１ △１９ △１６ △１２ △１２

食料品 製菓業の業況悪化。水産加工業の
利益DIは持ち直し。

売上ＤＩ △３ ８ ９ △５ ０ １０
利益ＤＩ △２２ △８ △１８ ３ △１６ ５

木材・木製品 製材業の売上DIは持ち直し続く。
売上ＤＩ △７ △５ △６ △１２ ２９ △１８
利益ＤＩ △１４ △１１ △２９ △２５ ０ △３１

鉄鋼・金属製品・
機械 金属製品製造業は弱含みで推移。

売上ＤＩ ３ ０ △５ △１５ △１１ △６
利益ＤＩ ３ △８ △８ △１５ △１８ △３

非製造業 ホテル・旅館業などで、自然災害
の影響が目立つ。

売上ＤＩ △２ △３ ２ １ ２ △３
利益ＤＩ △１５ △１３ △１０ △１５ △９ △１６

建設業 公共工事は弱含みで推移。民間工
事は住宅の売上DIが堅調推移。

売上ＤＩ ６ ０ ０ ０ △８ △１２
利益ＤＩ １ △５ △１２ △１８ △１９ △２５

卸売業 食品卸の売上DI改善。利益DIは
全体的に持ち直しの動き。

売上ＤＩ △７ △７ ７ ７ ８ △５
利益ＤＩ △２７ △１９ △１６ ４ △２ △７

小売業 燃料店は、売上DIが堅調ながら利幅が
取れない状況。大型店の業況改善。

売上ＤＩ △４ ０ ８ １８ １３ １２
利益ＤＩ △２９ △２０ △２ △１６ △８ △１２

運輸業 一部に天候不順の悪影響がみられ
るが、貨物全体では業況改善。

売上ＤＩ △２１ △１１ △２４ △７ △６ ８
利益ＤＩ △２８ △１５ △３８ △２３ △３２ △８

ホテル・旅館業 ９月に発生した北海道胆振東部地
震の影響により、大幅に悪化。

売上ＤＩ △６ △２５ ２２ △４３ １７ △２１
利益ＤＩ △６ △２０ １１ △７１ ２２ △３６

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１６年
７～９

２０１６年
１０～１２

２０１７年
１～３

２０１７年
４～６

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ ２ △４
利益ＤＩ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１０ △１４

札 幌 市
売上ＤＩ △４ △９ △３ ４ ４ ６ △１ △４ △２ １ ７ ８
利益ＤＩ △１ △９ △９ △１０ △５ △１２ △１６ △１６ △１６ △７ △９ △６

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △９ ６ △２ １３ １０ ３ ６ １５ １８ △１ ５ △１１
利益ＤＩ ６ △２ △４ ８ △８ △３ △３ ４ ８ △１３ △３ △１２

道 南
売上ＤＩ ０ ６ △１２ △１５ △４３ △１３ △２９ △１３ △１５ △５ ０ △１９
利益ＤＩ △５ ６ △２７ △２１ △４６ △３６ △３６ △２７ △３５ △４９ △１８ △４４

道 北
売上ＤＩ △１３ △５ △９ △７ ４ １１ △１０ ０ △２ ４ ０ △４
利益ＤＩ △２０ △１０ △７ ０ ４ ２ △６ △２ △２ １３ ２ ０

道 東
売上ＤＩ △１２ △９ △４ ８ ３ １０ ０ △２０ △１５ △１８ △９ △１１
利益ＤＩ △１７ △９ △８ ０ ０ △３ △１７ △２６ △２５ △３６ △２４ △２７

定例調査

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年２月号

ｏ．２７１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2019.01.14 11.17.07  Page 7 



-40

食料品製造業

建設業

売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品

鉄鋼・金属製品・機械

＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６６％） ＋１ 非製造業では全業種で１位。製造業では一部緩和するも、全体として
は微増。

�原材料価格上昇（４４％） △１ 製造業では鉄鋼・金属製品・機械を除き１位。横ばい圏の動きとなっ
ている。

�諸経費の増加（３６％） ＋３ 製造業で３８％と９ポイントの上昇。

�人件費増加（３５％） ±０ ホテル・旅館業（４３％）で１３ポイント、卸売業（２０％）で９ポイント
低下。

�売上不振（２８％） ±０ 地震の影響を受け、ホテル・旅館業（２１％）で１０ポイントの上昇。

�過当競争（２２％） △１ 小売業で３３％となり、３位。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７１回定例調査（２０１８年１０～１２月期実績、２０１９年１～３月期見通し）
回答期間：２０１８年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ② ③ ① ② ① ① ① ① ① ① ①
６６ ５５ ５９ ３８ ６３ ５０ ７１ ８３ ４９ ６３ ８５ ８６ ７２
（６５）（５６）（６１）（５９）（５０）（５６）（６８）（８５）（４２）（５５）（７９）（７８）（７４）

�原材料価格上昇
② ① ① ① ② ① ② ② ② ③ ② ②
４４ ６１ ６６ ５６ ５６ ６２ ３７ ３９ ４２ ３３ ５９ ４３ １７
（４５）（６４）（７９）（５３）（５８）（６０）（３８）（３８）（３４）（４３）（５９）（４４）（１９）

�諸経費の増加
③ ③ ③ ② ③ ③ ③ ②
３６ ３８ ５４ ５０ ２８ １９ ３５ ３２ ３６ ２５ ５６ ３６ ３７
（３３）（２９）（４２）（２４）（２１）（２８）（３４）（２６）（３７）（３３）（５９）（３９）（２８）

�人件費増加
③ ② ② ② ③

３５ ３７ ４４ ３１ ３４ ３５ ３３ ３９ ２０ ４０ ３３ ４３ ３０
（３５）（３５）（５２）（１８）（２６）（３６）（３６）（３５）（２９）（３９）（３８）（５６）（３０）

�売上不振
②

２８ ３２ ２９ ３１ ２２ ５０ ２６ ２５ ３３ ２７ １５ ２１ ２６
（２８）（２７）（２７）（２９）（２４）（３２）（２８）（２６）（３７）（３１）（２１）（１１）（３０）

�過当競争
③

２２ １４ １０ １９ １３ １９ ２６ ３１ ２９ ３３ ４ ２１ ２０
（２３）（１７）（１５）（１２）（１１）（３２）（２５）（２９）（３７）（２７）（３）（１７）（１６）

�販売価格低下 ９ ９ １２ ０ ３ １５ ９ ６ １６ ６ ４ １４ ９
（８）（１１）（１５）（６）（８）（１２）（７）（５）（８）（６）（６）（１１）（７）

	価格引き下げ要請 ７ ５ ７ ０ ６ ４ ７ ６ １６ ２ ４ ０ ９
（７）（１１）（９）（６）（１３）（１２）（５）（６）（１２）（－）（３）（－）（５）


設備不足 ５ １０ １２ ０ １３ １２ ３ １ ４ ２ ０ ７ ９
（５）（１２）（１８）（６）（１１）（８）（３）（１）（３）（－）（６）（１１）（５）

�資金調達 ４ ４ ２ １３ ６ ０ ４ ５ ２ ２ ４ ７ ７
（３）（５）（３）（１２）（８）（－）（３）（２）（２）（４）（－）（１１）（２）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ２ ２ ０ ０ ２
（－）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（２）（２）（－）（－）（－）

その他 ３ ４ ５ ０ ６ ４ ３ １ ４ ４ ４ ０ ２
（２）（４）（３）（－）（８）（－）（２）（２）（３）（－）（３）（－）（－）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８７ １００．０％
札幌市 １４７ ３８．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８５ ２２．０
道 南 ３７ ９．６ 渡島・檜山の各地域
道 北 ４７ １２．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７１ １８．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ３８７ ５５．１％
製 造 業 １９７ １１６ ５８．９
食 料 品 ６８ ４０ ５８．８
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １７ ５１．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３３ ５５．０
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２６ ７２．２
非 製 造 業 ５０５ ２７１ ５３．７
建 設 業 １３８ ７７ ５５．８
卸 売 業 １０５ ５５ ５２．４
小 売 業 ９３ ５０ ５３．８
運 輸 業 ５３ ２７ ５０．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １４ ４０．０
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況
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今回の調査では、９月に発生した北海道胆振東部地震が、企業経営に様々な影響を与えて

いる様子と、大きく業況が後退した観光業などが足元では持ち直している様子が見られまし

た。また企業が各種のコスト高に直面しているとの声も聞かれています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ ９月の震災の影響もあ

り、売上・利益共大幅な減少。しかし１０月は

若干持ち直し、年末に向けて期待が持てる状

況である。

＜食料品製造業＞ 地震の影響で団体客の

キャンセルが多発。レストランの売上が減少

したが、足元では「北海道ふっこう割」の効

果等で個人客が増加している。また災害備蓄

需要もあり、レトルト食品などが好調に推移

中。

＜製材業＞ 取引先からの値下げ交渉がきつ

い。公共事業の落札価格が低いか、ゼネコン

の利益が高過ぎるのではないかと考えてい

る。

＜製材業＞ 物流経費が上がっており、利益

を圧迫している。また原木の入手にも苦労し

ている状況。

＜木製品製造業＞ 木型の受注は、国内鋳造

物生産量と同じ動きをする。今後は自社製品

の開発を目指したい。

＜機械器具製造業＞ 大手車体メーカーの攻

勢が道内で活発化している事に加え、原材料

が値上がり（断熱材７％UP・アルミ８％UP

等）し、原価も上昇。新規ユーザーの開拓や

量産系商品の販路拡大が課題。

＜金属製品製造業＞ 災害復旧工事での需要

から、一部製品は売上が伸びているが、その

他の工事が減少している事から、全体として

の売上は伸びていない。

＜金属製品製造業＞ 当社の販売先は、土木

工事業者が多いので、北海道新幹線の工事が

進むことによる販売増加を期待している。

＜印刷業＞ 紙媒体の仕事は縮小傾向である

事から、企業のホームページ作成、商店のサ

イネージ設置提案などにも注力している。広

告看板の企画設置等で作成したコンテンツを

利用しワンソース・マルチユース的な提案営

業を行っている。

＜プラスチック製品製造業＞ 業界は活況で

あるが単価が上がっていかず、忙しいが利益

の出ない状況が続いている。そのため競争物

件は避け、利幅の取れる物件の受注に注力し

ている。

経営のポイント

北海道胆振東部地震の影響から持ち直しの動き
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

＜建設業＞ 公共工事の受注は昨年度比で１

割以上減少。民間工事の受注は順調だが、来

期にまたがる仕事が多く、今期は大幅な減収

となる見込み。

＜建設業＞ 上川管内では公共工事の発注が

減少傾向。旭川での災害関連工事受注につい

ても３１年２月以降となる見込み。

＜建設業＞ 土木工事の受注が減少。さらに

下請不足で施工単価が上昇し、工事の採算も

悪化している。

＜住宅建築業＞ 住宅用地も人手も不足して

いる。生産性を向上させる事が課題。

＜化学製品卸売業＞ 函館近海産スルメイカ

等、各種水産原料の不足が長引き、得意先で

ある水産加工業向けの売上が今年も減少。こ

れを補うべく、新分野（病院や介護・福祉関

連施設等）への営業を積極化している。

＜建材卸売業＞ リフォーム事業者の工事が

小口化し、単価が低下傾向。１件あたりの手

間は同じなので収益性が落ちてきている。ま

た、リフォームは機械化の余地が少なく、職

人も高齢化と減少が進んでいる事から、先を

見すえた対策が必要と思う。

＜鋼材卸売業＞ 鉄工所等の廃業が加速して

いるが、道内の鋼材取扱量はさほど落ち込ん

でいない。廃業先の仕事を自社で取り込める

か、または新規先を開拓できるかが課題であ

ろう。

＜自動車部品卸売業＞ 売上・利益とも横ば

いだったが、９月の地震発生による特需的な

ものも含んでの事なので、来年は厳しくなる

と予想。今までの固定観念を払拭し、人員の

配置転換なども含め多角的に経営判断してい

きたい。

＜水産物卸売業＞ 単価の高い高級品中心に

荷動きが悪い。在庫を抑制し、リスクを軽減

していく。

＜タイヤ販売店＞ 降雪が少ない事で集客が

まとまらず分散した。ただゆっくりと顧客対

応できたので、本数・利益ともに増加につな

がり良いシーズンの始まりに思える。

＜燃料小売業＞ 石油価格が夏から秋にかけ

て上昇を続け利益が大きく悪化。しかし最近

になって急落してきており、対応が難しいと

感じる。

＜農産品小売業＞ 政治や行政の方から米の

輸出について話が出ていたが、現場レベルで

は話が進んでいるという実感がない。

＜運輸業＞ 人手不足により労働時間が延び

ており、管理上大きな課題となっている。原

油価格の上昇で利益は減少。運賃改定も実施

しているが希望額には届かない。

＜運輸業＞ 一次産品を主体とする業界にお

いて天候不順による影響が大きく極めて厳し

い状況。次年度に向け組織改革と経費節減を

徹底していく。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年２月号
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９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

＜観光ホテル＞ 胆振東部地震により売上が

減少した。また、「北海道ふっこう割」につ

いては反動減を懸念している。

＜都市ホテル＞ ９月の胆振東部地震でのマ

イナスは徐々に緩和されてきているが、イン

バウンドのツアー客はまだ完全に戻っていな

い様子。引き続き会員施策の継続とリピー

ター増加策を講じる。

＜自動車整備業＞ 生産能力改善のために、

プレス機とシャーリングを購入した。今後も

生産性向上を目指したいが、慢性的な人材不

足には非常に悩まされる。

＜ソフトウェア開発業＞ 外国人労働者の採

用も検討したが、戦力になるまでの必要とな

る時間を考えると難しく、本年度は見送りと

した。中途採用に加え、同業者との協業によ

る営業展開も検討中。人材が定着しにくく、

今後品質の維持が難しくなっていくことを懸

念している。

＜廃棄物処理業＞ 先行き不安から、新規の

設備投資はおろか設備更新のための投資すら

抑制し続けてきた。結果、内部留保は厚く

なってきているが、そろそろ方針転換をし、

積極的な設備投資と人件費の底上げに取り組

むつもりである。

＜観光施設運営＞ 個人客はだいたい戻って

きており、今後は団体客の復活が課題とな

る。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年２月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年２月号
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（要約）

○キャッシュレス化は上手に対応すれば、消費者にも生産者にも恩恵をもたらすが、日本で
の普及は世界的に見て遅れている。
○日本で普及を促進するカギとなるのは、公的機関や事業者による「給与支払での導入」で
ある。
○デジタルマネーは「給与支払での導入」に加え、「貨幣価値の安定性」と「コミュニティ
に根ざした消費市場の形成」が揃うことで「良貨」となりえる。

１．近づくキャッシュレス社会：低いキャッシュレス比率からの脱却

日本は今、現金なしで取引決済をする「キャッシュレス」社会へと着実に近づきつつありま

す。これは銀行口座による振込や自動支払から、各種カード、電子マネーによる支払まで含むも

ので、大都市圏や若年層であるほど利用頻度は高く、また高額決済であるほど選択される傾向が

あります。

諸外国では、スマホ利用の飛躍的な伸びがキャッシュレス化を進め、最先進国スウェーデンで

のキャッシュレス化比率は２０１７年で９９％に達したようです。一方、日本は近年、電子マネーの利

用が拡大しているものの、２０１５年に１８％、２０１６年に２０％と低いままで、近隣の韓国（８９．１％、

２０１５年）や中国（６０．０％、同）、あるいは英国（５４．９％、同）と比べても大きく遅れています。

【図表１】（１）

経営のアドバイス

キャッシュレス化とデジタルマネーの未来
専修大学経済学部
教授 西部 忠

（１）キャッシュレス決済比率＝キャッシュレス支払手段による年間支払金額÷国の会計最終消費支出。な
お、この比率は過小評価と言われており、金融庁のデータを元に算出すれば約２５％となる。（中村敬一
「国内キャッシュレス決済比率「１９％」は本当か」https : //creditcard-diary.com/dragonfly-eyes/post-3023/ 参照）

【図表１】各国のキャッシュレス決済比率の状況（２０１５年）

経済産業省「キャッシュレスビジョン」（２０１８年４月）より
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年２月号

分類 プレイヤーのアプローチ 顧客接点 主要サービス

自社顧客基盤を
活用した支払い

・プラスチックカード不要の
支払サービス

・支払情報の活用サービス

・支払アプリを活用した顧客
とのコミュニケーションの
実現

加盟店に特化した
支払い

・中小店舗の売上管理IT化
・中小店舗の非現金支払
（低料率、低導入コスト）

・低コストな端末提供
・中小店舗の支払システムの
IT化実現

独自支払い
ネットワークの構築
（非カードブランド
支払）

・支払センターを経由しない
低価格通信インフラの活用

・SNSなど独自のネットワー
クを活用

独自インハウス支払
ネットワーク構築

・ブランド・フィー、チャー
ジからの解放

・支払前の購買（物品、サー
ビス）のゲートウェイや金
融商品の接点としても成立

【図表２】各種のスマホ決済システム

経済産業省『キャッシュレス・ビジョン』（２０１８年４月）より

韓国では、アジア通貨危機（１９９７年）への対応として政府がクレジットカードの普及推進策を

打ち出した結果、カード利用率が５７％と高くなっています。（２）

中国では元への不信感が根強い事もあり、QRコード（日本のデンソーが開発した二次元バー

コード）を活用したスマホ決済システムが広く普及しました。中国版アマゾンであるアリババの

「アリペイ」（利用者５億人）と中国SNS最大手であるテンセントの「ウィーチャットペイ」（同１０

億人）が二大システムで、今では、大型店舗や公共サービスから小型店舗、露天商、自転車シェ

アリング（モバイクなど）、タクシー配車サービス（ウーバー）でも利用されています。

アフリカのケニアでは、貧困層は銀行口座を持てませんが、携帯は持っているので、ボーダ

フォンのSMSを利用した小額決済システム「Mペサ」が発展・普及しました。

一方、日本でのキャッシュレス化は「日本再興戦略」（２０１５年閣議決定）に２０２０年の東京オリン

ピックに向けての普及が盛り込まれた事で大きく動き出しました。「未来投資戦略２０１７」では、今

後１０年間でキャッシュレス決済比率を倍の４割程度にするという目標が示され、２０１８年秋に大阪

万博の開催が決まると、その達成は２０２５年に前倒しされました。そして２０１８年には改正銀行法や

改正割賦販売法が施行されるなど環境整備が進み、厚生労働省では来年度、デジタルマネーによ

る給与支払を認める方向で調整をしています。

またスマホを使った個人間送金やQRコード決済の仕組みなど各種のサービスも登場していま

す。銀行口座からのプリペイド利用、各種カード支払を可能にするもの、会員間での割り勘や送

金を可能とするもの、さらに国際支払・受取の送金を可能にしたもの等、様々なサービスが生ま

れ、キャッシュレス化に向けた動きが加速しています。【図表２】（３）

（２）日本での利用率は２０１５年で１６．０％、２０１６年度で１６．７％となっている。（株式会社クレディセゾン「決算説
明会」資料 https : //corporate.saisoncard.co.jp/ir/data/ 参照）

（３）『キャッシュレス・ビジョン』における図表タイトルは「支払サービスにおける新たなスキームの可能
性」。
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― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年２月号

これらのスマホ決済は既存の決済手法に比べ、消費者にも、企業や商店にも様々なメリットが

あります。消費者にとっては、スマホ一つでほぼ全ての支払ができるので利便性は高まり、決済

時間も短くなります。ポイントの獲得やクーポン割引など経済的な利益も得られるでしょう。他

方、企業や商店で必要となるものは「印刷されたQRコード」や「モバイル端末」のみであり、

カード読取機等への初期投資やレンタル費用は不要です。手数料負担も従来の決済方法に比べ軽

減されますし、現金取扱の費用や時間という目に見えにくいコストも節約でき、生産性の向上に

つながるでしょう。また、インバウンド観光客やその消費額を増加させる等、消費喚起に寄与す

るインフラともなります。

さらに、デジタルマネーは全ての取引履歴を捕捉できるので、犯罪や脱税に関連する地下経済

を撲滅し、税金徴収もスムーズになります。ビッグデータから消費者の行動を分析するという

マーケティングへの利用や、景気動向を知るためのマクロデータとしても活用できるでしょう。

２．キャッシュレス化へ向けた施策：デジタルマネーで給与支払を可能に

日本でキャッシュレス化が進まない理由は、治安の良さ、現金への信頼、POSの発達にあると

言われています。現在の制度に強い不満のない国では、人々の取引慣行は簡単に変化せず、新し

い決済方法は普及しづらいのです。キャッシュレス化を進めるには社会的制度だけでなく、人々

の慣行も変えるような方策が求められるでしょう。消費税の増税に伴い、キャッシュレス取引に

対する増税分２％の免除が検討されていますが、それだけで十分ではありません。

世界の多くの国では、先に見た事例のように、個人間送金とQRコード決済の応用がキャッ

シュレス化に寄与しました。日本では経済産業省を中心に伝統的なクレジットカード決済の普及

に焦点を当てた政策が目立ちますが、あわせてモバイル送金・決済システム（特にQRコード決

済）やデジタルマネーへの推奨および補助金、ガバナンス機関の構築といった、組織横断的な普

及活動にも取り組むことが必要ではないでしょうか。

また、以上の方策はキャッシュレス化を「支払面」から考えていますが、同時に「所得面」か

らも考える必要があります。まず、企業や商店でキャッシュレス化が進み、勤労者が給与をデジ

タルマネーで受け取れるようになれば、現金化を経ずに買い物ができるため、キャッシュレス化

が急速に進む可能性があります。なお、従来このような議論には「賃金は全額現金払い」を規定

した７０年前の労働基準法が壁となっていましたが、昨年３月、国家戦略特区を議論する場で、東

京都の小池知事が「銀行口座を開設できない外国人労働者」向けに給与をキャッシュレスで受け

取れる「ペイロールシステム」の利用を認めるよう提案した事や、同６月ドレミング社（福岡

市）の高崎会長が「スマホ用ペイロールシステム」（４）を国内でも利用できるよう規制緩和を求め

た事など、各種の動きを受け、厚生労働省は賃金支払の規定を見直し、デジタルマネーによる支

払を可能にする方向へと舵を切りました。これにより、給与の受取でもキャッシュレス化が進め

ば、企業、勤労者、消費者のいずれにも利便性が高まり、現金取扱の費用が削減されます。そし

（４）勤怠管理情報を使い、税や社会保険を控除した手取りの給与を、近隣の店舗でダイレクトに決済できる
ようにしたスマホ用システム。同社は、労働者のほとんどが銀行口座を持っていないベトナムで運用を
始め、アラブ諸国やアフリカでの運用を計画している。
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てデジタルマネーが企業間、個人間を円滑に循環する事は、より良い民間通貨が普及する土壌と

もなるでしょう。

３．仮想通貨の現状からみた多くの課題：「良貨」の条件へ向けて

さて、ここからは２０１７年の仮想通貨バブル（５）で主役となっていたビットコインを取り上げ、仮

想通貨の持つ課題について整理してみたいと思います。

まずビットコインは、取引履歴を暗号化した「ブロック」を１０分毎に生成し、それを時系列に

結合した「ブロックチェーン」を生み出しています。その作業は、世界のコンピュータ・ネット

ワークが行っており、いち早く新たなブロックを生成したコンピュータには報酬として一定額の

ビットコインが与えられます（＝マイニング）。そして、マイニング事業者（マイナー）への報

酬額が４年毎に半減する事でビットコインの発行額も減少し、最終的な発行量は「２１４０年までに

２１００万枚」となります。これが、ビットコインが発行者も管理者もいない民間通貨として維持さ

れている仕組みです。そして、この「時間とともにその希少性が高まり、価値が増大する仕組

み」は、長期では貨幣価値が上昇する傾向（デフレ型）と言えるのですが、これは貨幣としての

欠陥でもあります。将来値上がりしそうであれば、決済に使うよりも、手元に保有しようという

判断が働くからです。しかし２０１７年の市場でビットコインは一時２２０万円を超えながら、その後

暴落し３０万円台となるという急激な価格変動を見せました。その原因は変動相場制の導入（取引

所において法定通貨と変動レートで交換されるようになった事）です。これがFX（外国為替証

拠金取引）のような売買差益を狙う投機を可能にしたのであり、値動きの荒さが投機対象として

魅力的であった事は疑いようがないでしょう。しかし暴落のリスクが高ければ、多くの人々は仮

想通貨で支払いを受ける事は避け「通貨」としては機能しにくくなります。

さらに、仮想通貨の取引所では、昨年１月に５８０億円分、９月に６７億円分という巨額の仮想通

貨流出事件が起きました。その原因は、交換所が通貨の送金に必要な「秘密鍵」を、常時ネット

ワークに接続された状態で管理していた事で、仮想通貨自体の問題ではなかったのですが、この

事件は人々に「仮想通貨は盗まれやすい」との印象を与えました。また、ビットコインの価格急

落はマイニング事業の採算割れを招き、事業者の撤退が相次ぎました。ブロックチェーンの安全

性は「一事業者が悪意をもって履歴を改ざんしようとしても、他の多くのコンピュータの総計算

能力を上回るのは困難」という考えに基づいていますので、マイナーの大幅な減少によるビット

コインの信頼低下が危惧されています。その他、決済時間の長さもビットコインの課題として指

摘されます。「１つのブロック」は１０分間の取引履歴から作られるので、決済完了までに最大１０分

程かかる事があるのです。これでは店頭の決済には使用しにくいでしょう。

かつて、経済学者ハイエクは『貨幣の脱国営化』（１９７６年）で、複数の通貨が競争し合う事によ

（５）２０１７年、芸能人を使った仮想通貨交換所のCMがテレビで頻繁に放映されたこともあり、仮想通貨はそ
の名を世間で広く知られるようになった。同年末には１３００種を越え、その多くが１年で１０倍以上の値上
がりを見せるなどバブルは大きく膨らみ、その時価総額は一時日本の一般会計歳出（９７兆円）に迫る勢
いであった。

ｏ．２７１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２４　経営のアドバイス（西部）  2019.01.22 16.06.07  Page 21 



経営のアドバイス

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年２月号

り望ましい通貨が、「良貨」として見いだされると述べました。そのためには、「独占通貨」にお

けるグレシャム法則（悪貨が良貨を駆逐する）を転換し、「複数通貨」における撰銭原理（良貨

が悪貨を駆逐する）を働かせなければなりませんが、その条件とは、通貨同士が量（発行量と金

利）だけではなく、質（貨幣価値の安定性等）でも競争し、変動レートで交換される事です。仮

想通貨群は、脱国営化と競合を現実化した事で撰銭原理の発動に成功しています。ハイエクは

「良貨」の条件として、貨幣価値の安定性を真っ先に挙げていましたから、その点では、値動き

の荒い現行の仮想通貨の多くは良貨とはいえません。しかし、仮想通貨バブル崩壊の過程で、法

定通貨へのリンクによって値動きを安定的にする「ステーブルコイン」（６）が再評価されたところ

を見ると、ハイエクの議論は意外と当たっているようです。それ以外の良貨の条件もこれから

徐々に発見されていくでしょう。

さて、仮想通貨が「良貨」となるためには、先に見た多くの課題を克服する必要があります

が、金融庁はこれらの点を考慮してか、ビットコインやアルトコイン（７）に対して使用していた

「仮想通貨」という呼称を今後「暗号資産」へ変更するとの見解を示しました（金融庁「仮想通

貨交換業等に関する研究会（第１１回）報告書（案）」）。理由は、国際標準の表現への統一との事

ですが「法定通貨」との区別を明確化するとともに、取引決済に利用される事が少ない実態を反

映させる意図もあるようです。しかし「暗号資産」という呼び名は、政府が目標とするキャッ

シュレス経済から仮想通貨が除外される事につながるでしょう。そして、いま懸念すべきは、仮

想通貨全体に「危ないから近づかない方がいい」というイメージが刻み込まれ、仮想通貨が「良

貨」になる可能性が失われる事です。今後、仮想通貨がキャッシュレス経済のデジタルマネーと

して認知されていくには、「投機対象」という現状を脱し、実取引で広く使える「通貨」になる

必要があります。そして、そのためには、通貨価値の安定性や賃金支払とともに、仮想通貨が使

える消費財市場の形成も必要です。ビットコインがビックカメラ、コジマ、アマゾン（ギフト

券）、HIS等で利用できるといっても、それは決して十分とは言えません。人々の生活により密

着した財やサービスが買えなければ、広くは受け入れられないからです。

４．「良貨」を目指す各種の試み：ステーブルコイン、地域仮想通貨、デジタル地域通貨

仮想通貨は現在すでに２０００種類を越え、ダイナミックに進化しています。また、その中で、新

しいテクノロジー等を備えた仮想通貨が次々に生み出され、人々に選択されています。こうした

「民間通貨」の革新と淘汰は、通貨全体の発行「量」を増大させているだけでなく、「質」の多様

性も拡大されている事に注目すべきでしょう。

仮想通貨は、グローバルな通貨として国際送金できる事や送金手数料が安い事が利点として強

調されがちですが、同時に法定通貨との交換レートは激しく変動しています。前述の「ステーブ

（６）カレンシー・ボード制（特定の法定通貨への償還を保証する制度）を採用して、米ドルにリンクしたテ
ザーが有名。

（７）仮想通貨ではビットコインが最も有名であるが、それ以外を総称して「アルトコイン」もしくは「オル
トコイン」と呼んでいる。
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ルコイン」もありますが、まだ決済通貨としてより投機資金の一時的避難所という性格が強いで

す。

一方、これとは逆に、ローカルな決済のための「地域仮想通貨」も生まれています。仮想通貨

Colu Local Networkは、テルアビブ、ハイファ、リバプール、イーストロンドンで都市コインを

発行しており、スマホアプリから自分が参加する都市コインを選択すれば、地域の商店街で買い

物やボランティアへの謝礼支払等に利用できるのです。これは、地域経済の発展に加え、相互扶

助やコミュニティの絆を強める機能が期待されています。日本では、昨年「地域活性化」をテー

マとしたYukiプロジェクトが北海道で開始され、北大卒業生らが創業した株式会社Currency De-

signが一次産業を中心に地域経済の活性化を目指しています。LINE上のアプリ「YUKI LINE

＠」は対応店舗決済、ポイント・チップ、北海道の魅力発信等に利用されており、北海道胆振東

部地震への寄付やYUKI保有者優待として道産野菜や和牛のプレゼントも行われました。

なお、これは従来の仮想通貨の枠内での試みですが、これに対し、ブロックチェーンやQR

コード決済という技術を活用しつつ、「１コイン＝１円」を前提とするものも出てきました。み

ずほFGが３月の発行を決定している「Jコイン」や三菱UFJ銀行が本年中の発行を計画している

「コイン」が、円への交換を可能にし、全国規模での流通を目指しています。

他方、複数回流通型地域商品券をベースに設計した仮想地域通貨も国内で広がりを見せていま

す。近鉄グループホールディングスが発行する「近鉄ハルカスコイン」は第二次実証実験を昨年

末に終了しました。またDeNAは横浜ベイスターズコインの導入を発表しています。これらは鉄

道利用客や野球観戦客といった顧客コミュニティ内での流通を通じて地域活性化やビジネス基盤

強化を図るものと言えるでしょう。

また、地域経済活性化やコミュニティ再建を目的に飛騨信用組合（岐阜県高山市）が発行して

いる「さるぼぼコイン」や、２０１８年１０月から君津信用組合（千葉県木更津市）が発行する「アク

アコイン」はQRコード決済を活用しています。いずれも地域通貨の理念と仮想通貨のテクノロ

ジーを結合する事で、仮想地域通貨あるいはデジタル地域通貨という新種を創出しようという貨

幣イノベーションです。

５．デジタルとローカリティ・コミュニティ

アクアコインは「オーガニックシティ」と「サステナビリティ」を旗印に、君津信用組合、木

更津市、木更津商工会議所が連携協定を結び、その導入普及に取り組む画期的な試みです。商店

街など地域の中での消費を高め資金の地域内循環を促進するとともに、インバウンドによる地域

外からの消費を呼び込む事で、地域経済の活性化を目指しています。また、今後は市がボラン

ティア活動等に「アクアコイン」を提供し、相互扶助を促進する形で、コミュニティの活性化も

目指しており、デジタル技術と地域づくりの融合が見られます。市長は、アクアコインによる役

所職員の給与支払を実現したい考えです。仮想通貨は投機的な面が一人歩きをし、私たちから遠

く離れてしまった感がありますが、それを「人々の生活を豊かにする良貨」へと転換するには、

こうした地域性や多様なコミュニティとの結びつきが有効でしょう。「貨幣価値の安定」、「勤労者
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の給与支払」に加え「コミュニティに根ざした消費市場の形成」が通貨の循環を可能にします。

このように、仮想通貨と地域通貨は大きな可能性を秘めていますが、同時に、解決すべき課題

も少なくありません。キャッシュレス化の進展が、私たちにとって有益なものとなるためには、

両者の利点をうまく掛け合わせたデジタル－コミュニティ通貨を「良貨」として生み育てていく

必要があります。そのため専修大学では昨年１０月、産学官民共同コンソーシアム型会員制組織と

して「一般社団法人デジタル－コミュニティ通貨コンソーシアムラボラトリー」（通称「グッドマ

ネーラボ」）を設立しました。当ラボは、デジタル－コミュニティ通貨に関する知識・技能を有

する研究員のネットワークを形成しつつ、情報提供、研究報告、調査研究、研究開発から啓蒙普

及、教育研修、社会実装支援といったサービスも提供していきます。今回の記事とそれらの活動

が、皆さんにとって、今後様々な形で展開すると予測されるキャッシュレス化に取り組む一助と

なれば幸いです。

〈参考資料〉

経済産業省「キャッシュレス・ビジョン」２０１８年４月

経済産業省「キャッシュレスの現状と今後の取り組み」２０１８年５月

西部忠「学者が切る視点争点」『週刊エコノミスト』２０１７年１２月１２日号・２０１８年１月２３日号・同年

２月２５日号・４月３日号・５月１５日号・６月１２日号所載

〈執筆者略歴〉

にしべ・まこと １９６２年福井県生まれ。８６年東京大学経済学部卒業。８９年カナダ・ヨーク大学大

学院経済学研究科修士課程修了。９３年東京大学大学院経済学研究科博士課程修了。博士（経済

学）。２００７年北海道大学大学院教授などを経て、１７年から現職。専門は進化経済学、貨幣進化

論。著書に『貨幣という謎』（NHK出版新書，２０１４）『地域通貨によるコミュニティ・ドック』（専

修大学出版局，２０１８）など。

ｏ．２７１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２４　経営のアドバイス（西部）  2019.01.22 16.06.07  Page 24 



― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年２月号

北海道の製造品出荷額等の業種別構成
出典：北海道経済部『北海道の食品工業の現状』

はじめに

北海道における食料品製造業は、製造品出荷額で見ると製造業全体の４割近くを占める主要産

業ですが、労働生産性は７６８万円／人となっており、全製造業平均の９８９万円／人に比べて低いの

が現状です（出典：平成２９年 工業統計表）。そのため労働生産性の向上は、昨今の人手不足へ

の対応と並んで食料品製造業の大きな課題となっており、それらを解決するためには自動化や省

力化に取り組むことが重要となっています。

しかし、現状として食品業界では自動化や省力化が他の製造業に比べて進んでおりません。そ

の原因としては、消費者ニーズの多様化に伴い、食品メーカーでは多品種少量生産が主流となっ

ているため、大量生産が可能な専用装置の導入は難しく、人手作業に頼っていることがあげられ

ます。また、食品は工業製品とは異なり、製品ごとに形や色、大きさや硬さなどが均一でない

ケースが多いことも、自動化が進まない一因となっています。

こうした食品業界の自動化に対する課題を

解決するため、ロボットの導入ニーズは拡大

傾向にありますが、一方で、ロボットシステ

ムを構築するシステムインテグレーター

（SIer：エスアイアー）や導入先となる食品

メーカーの生産技術者が不足していること

が、ロボット導入の促進を妨げるボトルネッ

クとなっています。こうしたロボットSIer・

技術者不足を解決するために、北海道立総合

研究機構（以下、道総研）ではこの度、ロボ

ラボを開設致しました。次章ではその概要に

ついてご紹介します。

１．ロボラボの概要

北海道でロボットの導入を促進するためには、新たにロボットSIerや生産技術者を保有する企

業を増やしていく必要があり、そのためには道内企業の技術者が気軽にロボットの操作技術を学

ぶ場が必要です。これまで、北海道にはこうしたロボットSIerの育成拠点はありませんでした

が、平成３０年１１月２０日、道総研工業試験場内に、食料品製造業に特化したロボットセンターとし

ては全国初となる、食品ロボット実証ラボ（以下、ロボラボ）を開設しました。ロボラボでは、

道内SIerの人材育成を行うとともに、新たな事業展開を目指す企業に対して、各種ロボットやセ

食品産業におけるロボット活用について
－食品ロボット実証ラボの開設－

北海道立総合研究機構 工業試験場
研究主任 井川 久

寄稿
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ンサの実機を用いた実践的な技術の習得を支援します。

ロボラボでは、食料品製造業で最も多くの人手を要している「移載作業（例：食品を人の手で

つかみ別のラインに置く）」、「選別作業（例：加工した後の魚を、S・M・Lのサイズ毎に人の手

で選別する）」、「箱詰め作業（例：包装された食品を箱詰めし、それらを積み上げる）」という３

つの作業に対応するため、スカラー型ロボットや垂直多関節型ロボットなどの産業用ロボットを

はじめ、人と協働で動作させることが可能な人協働ロボット、３Dプリンター、２次元や３次元

の画像センサなどを導入しました。これらの設備を活用して、ロボットを操作するためのティー

チング技術やセンシング技術、モノを掴んで運ぶためのピックアンドプレース技術やパレタイジ

ング技術などを習得して頂き、道内のロボットSIerや生産技術者の技術力向上を図るとともに、

ロボットの導入を促進していきたいと考えております。

２．産業用ロボットの現状

産業用ロボットは、１９７８年に山梨大学の牧野洋教授が世界で初めてスカラー型ロボットを開発

して以来、これまで数多くの製造ラインで稼働してきました。産業用ロボットの性能を表す指標

として、高速性と位置決め精度が挙げられますが、各メーカーは年々これらの性能を向上させて

おり、また、価格も下がってきています。「どのメーカーにするか」はシステムを構成する周辺設

備との兼ね合いが重要となりますが、「どの種類のロボットにするか」はそれぞれの特性をふま

え実際に行う作業内容に応じて選定する必要があります。ここでは、産業用ロボットの代表的な

３機種について、それぞれの特徴や用途をご紹介します。

産業用ロボットの中で、導入台数がダントツで多いのが垂直多関節型ロボットです。このロ

ロボラボの設備
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垂直多関節型ロボット スカラー型ロボット パラレルリンク型ロボット

ボットは、人の腕と同じ様な構造をしており、６軸や７軸と関節数が多いため、縦・横・斜めと

いったあらゆる方向へ動かすことができます。その動作の柔軟性から、自動車の組み立てや溶

接、パレットの搬送など、様々な作業現場で使われています。ロボラボの施設では、じゃがいも

や人参、タマネギといった野菜のサンプルを３次元画像センサで認識して、ハンドリングするデ

モが可能となっています。

スカラー型ロボット（別名、水平多関節型ロボット）は、垂直多関節型ロボットに比べ関節数

が４軸と少ないため動作の範囲に制限はありますが、その分、水平方向の動きに特化しており、

高速で動作させることが可能です。このロボットは、特に自動組み立て作業に適しており、部品

の挿入やネジ締めといった作業に多く用いられています。ロボラボでは、カステラやクッキーの

サンプルを２次元画像センサで認識してコンベアを止めること無く高速にハンドリングするデモ

（コンベアトラッキング）が可能となっています。

パラレルリンク型ロボットは、垂直多関節型ロボットの関節が直列（シリアル）であるのに対

して、並列（パラレル）に配置されたロボットとなります。動ける範囲はやや狭くなりますが、

各関節が直接先端を動かす形となるので、上述したロボットに比べて非常に高速かつ高精度な動

作が可能です。スカラー型と同様に、パラレルリンク型ロボットもコンベアトラッキングが得意

で、コンベアからコンベアへ移し替えるピック＆プレース作業などに用いられています。ロボラ

ボでは、手づたえ教示と呼ばれる、ロボットの先端を人の手で直接動かし、その作業内容を覚え

させることが可能な機種を導入しています。

３．人協働ロボットの現状

従来、国内の規制により、モーターの定格出力が８０Wを超えるロボットはすべて「産業用ロ

ボット」に区分され、事故防止の観点から人とロボットそれぞれの作業空間を隔離することが義

務づけられていました。人と同じ空間でロボットを動かすためには、可搬重量や速度を犠牲にし

なくてはならず、ロボットが行う作業は限定的なものでした。しかし、２０１３年に労働安全衛生規

則の一部が改正され、ロボットシステムを構築する際に、リスクアセスメントを行い、十分にリ

スクを低減する方策を検討・適用することで、柵または囲いを設置しなくても良いという規制緩

和が行われました。そしてこの改正により、人とロボットが同じ空間で作業することが出来る
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「人協働ロボット」が脚光を浴びる事になりました。安全柵を設置しない運用ができるというこ

とは、産業用ロボットに比べて省スペースでのロボットシステム構築が可能となりますので、十

分に広いスペースが無いためこれまでロボットの導入を諦めていた工程でも、ロボットによる自

動化が実現可能となりました。ここでは、ロボラボに導入された人協働ロボットの種類と、それ

ぞれのロボットの特徴や用途についてご紹介します。

ロボラボに導入された人協働ロボット（単腕）は、６軸の垂直多関節型ロボットで、各軸にト

ルクセンサを搭載しており、外部から加わる力を検知して自動的に停止することが可能です。人

協働のモードでは、万が一、人にぶつかっても安全に停止することができるスピードで動作しま

すが、ロボットに装備されているエリアセンサにより人が近くに居ないことを検知すると、通常

モードに切り替わり、従来の産業用ロボットと同様に高速運転が可能となります。また、ロボッ

トに動作を教える「教示」という作業は、これまで、ロボットの動作を熟知し、ロボット操作に

習熟した人しか行えませんでした。しかし、このロボットは、ロボットを直接手で掴んで動かす

ことができる「ダイレクトティーチング」という機能をもっているため、ロボット操作に不慣れ

な方でも簡単に教示を行うことが可能です。加えて、ハンドキャリーで運ぶことができ、AC１００

Vで動作可能なので、これまでの産業用ロボットよりも柔軟な運用が可能なロボットとなりま

す。

人協働ロボット（双腕）は、垂直多関節型ロボットを両腕に有する形をしており、頭部とハン

ド部にカメラが設置されています。両腕があることで、片腕で製品を掴み、もう片腕で様々な方

向からネジ締めを行う等の複雑な動作が可能となります。頭部のカメラでは、奥行き情報の取得

が可能で、ロボット自身と作業台とのズレを認識して、ズレに応じて作業することができます。

ハンド部のカメラでは、撮影した

いポイントまで腕を伸ばすこと

で、バーコードの様な細かな情報

でも取得することができます。ロ

ボラボでは、このロボットで、段

ボール箱のふたを開け、中に入っ

ているワークの個数や種類を認識

し、個数が足りない場合は補充、

種類に間違いがある場合は交換を

してから、段ボール箱のふたを閉

めるデモが可能となっています。

４．３Dプリンターの活用

食品分野では、製品の大きさや硬さ、形などが一定ではないケースが多いため、ロボットを導

入する場合、品種が変わる毎にロボットハンドを交換する必要がありました。また、多品種少量

生産の場合、多くのハンドを用意することの難しさがロボット導入の障壁となっていました。そ

こで、ロボラボでは、ゴム系樹脂の造形が可能な３Dプリンターを導入致しました。このような

人協働ロボット（単腕） 人協働ロボット（双腕）

ｏ．２７１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　寄稿（井川）  2019.01.22 16.06.17  Page 28 



寄稿

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年２月号

３Ｄプリンター 造形したゴム系樹脂

支援機能 支援内容

相談窓口 ロボットSIerとのマッチング、ロボット実機によるFS（実現可能性調査）支援

技術支援 製造現場の技術課題の解決

研究開発 新たなロボット活用技術の開発

３Dプリンターは、やわらかい食品や不定形状な食品をハンドリングできるロボットハンドの開

発に活用が可能です。

おわりに

産業用ロボットは、通常、工場内で動いており、一般的には目にする機会が多くありません。

しかし、ロボラボでは、その動作を見て、ロボットがどういうものかを知ることができますの

で、これまでロボット導入を考えたことがないという事業者の方にも作業の具体的なイメージを

もっていただき、それがロボット導入のきっかけになればと考えています。道総研工業試験場で

は、ロボットに関する研究開発も行っており、これまでも人手不足に困っている現場のニーズを

受けて、じゃがいもの芽取り装置等のロボットを開発し、自動化の後押しを行ってきました。今

後はさらに、ロボット導入に係わる総合支援体制を整え、現場の困りごとを解決していく予定で

す。まずは、一度ロボラボに足を運んで、ロボットを間近でご覧ください。なお、ロボラボの見

学は、以下のURLからお申し込み頂けると幸いです。

http : //www.hro.or.jp/list/industrial/research/iri/renkei/kengaku/index.html

〈執筆者略歴〉

１９８３年浦臼町生まれ。２００８年 旭川工業高等専門学校専攻科卒業、２０１３年 北海道大学大学院情

報科学研究科博士後期課程修了。同年 北海道立総合研究機構工業試験場に採用配属、２０１８年

スマートものづくり応援隊アドバイザー就任。主に一次産業や二次産業における自動化や省力化

に関する研究及び技術支援に従事し、農業機械や食品機械の開発等、事業に有用な技術情報を地

域企業に提供している。
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経済コラム 北斗星

不安高まる「平成」時代の終わり
年が改まり、「平成」の時代も残すところあと３か月強となった。４月１日には新元号が

公表され、５月１日には皇太子殿下が即位され新天皇となられる。時代は変わるが、果たし

て政治・経済は、新しい時代にふさわしい、そして希望の持てる方向に着実に歩を進めてい

るのであろうか。残念ながら、我々が向かう２０１９年の前途には、幾つかの不確定な罠が待ち

受けており、不安が一段と高まってきているように思われて仕方がない。以下、年頭に当た

り、そうした不安の要因について若干の所感を述べてみたい。

第１は、世界経済である。昨年末から年初にかけて株式市場はかなりの乱高下を示し、波

乱の幕開けとなった。こうした激しい動きの背景には、米中経済協議の行方が最大の懸念材

料とされているほか、イギリスのEU離脱とEU内の歩調の乱れ、EUとロシアの対立の継続、

着地の見えない中東情勢、北朝鮮問題の先行き不確実性など様々な問題が複雑に絡み合って

いる。こうした状況の下で注目されるのは、新自由主義（規制緩和、競争促進）の旗印の下

で世界の潮流をなしてきたグローバリズムにややブレーキがかかってきているように見える

ことである。自由な世界市場・広域経済圏の形成が理想とはいえ、米中に代表される先進国

と新興国の間の軋み、世界的な格差拡大、ポピュリズムへの傾斜などがその背景を形作って

いる。また、株式市場に見られるような短期かつ大幅な相場変動が、大規模な世界的資本移

動によって引き起こされるとなると、各国における個別の政策発動の余地が一段と狭められ

てしまいかねない。世界経済が今後さらに不安定さを増していく可能性は決して低くはな

い。

第２は、日本経済である。我が国経済は、当面緩やかな回復基調が続き、現在の好景気は

戦後最長のものとなるとの見方が一般的である。しかし、その成長率に関しては、依然とし

て低成長が続いている。２０１９年度の実質GDPの見通しについては、主要民間経済研究所の予

想が概ね０．７～０．９％の伸び率を予想しているのに対して、政府は１．３％と比較的高い伸び率

を見込んでいる。財政健全化の先送り、無力化した金融政策、後手に回る人口減少対策（付

け焼刃の外国人労働者の受入）、消費税率の引き上げに対する稚拙な対応など、こうした課

題の積み上がりを見るにつけ、政府の比較的楽観的な経済見通しが大いに気になるところで

ある。

第３は、北海道経済である。北洋銀行、北海道二十一世紀総合研究所の北海道の２０１９年度

実質経済成長率は０．６％と予想されている。北海道には、自然災害の復興、JR北海道の不採

算路線問題、新千歳空港はじめ道内７空港の民営化、泊原子力発電所の稼働問題など、重要

な課題が山積している。しかも、本年は知事選はじめ統一地方選挙の年に当たり、リーダー

の交替が予想される。

以上のような諸事情を眺めるにつけ、私共の前途には、先行きに対する不安要素が非常に

広範にわたり存在することを改めて痛感せざるを得ない。世界経済、日本経済が変調を来す

ことはないか。万一、歯車が狂ったとき、有効な対策が打てるか。こうした不安は高まるば

かりである。もちろん過度に悲観する必要はないが、さりとて安易な楽観は禁物である。

（平成３１年１月１０日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９９．８ △０．７ r ９５．６ △０．５ r ９９．６ △１．０ r１００．７ △３．２ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９５．１ ０．２ r１００．６ ０．８ r ９４．２ △１．５ r１００．２ ０．６ r ９７．８ ２．９ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r ９７．２ ２．２ r１０３．５ ２．９ r ９７．４ ３．４ r１０２．４ ２．２ r１１０．９ １３．４ r ９８．８ ５．２

２０１７年７～９月 r ９６．６ △１．２ １０３．２ ０．０ ９６．９ △１．２ １０２．４ ０．１ r ９７．８ △２．０ ９９．１ ０．１
１０～１２月 r ９８．３ １．８ １０４．４ １．２ r ９８．３ １．５ r１０３．１ ０．７ r ９８．０ ０．２ １０１．１ ２．０

２０１８年１～３月 r ９６．２ △２．２ １０３．３ △１．１ r ９６．６ △１．７ １０１．８ △１．３ r１０１．２ ３．３ １０４．１ ３．０
４～６月 r ９８．２ ２．１ １０４．５ １．２ r ９７．１ ０．５ １０３．９ ２．１ r１０３．７ ２．５ １０１．４ △２．６
７～９月 ９１．９ △６．４ １０３．１ △１．４ ９２．４ △４．８ １０１．９ △２．０ １０１．０ △２．６ １０２．６ １．２

２０１７年 １１月 r ９７．９ △０．１ １０４．２ ０．９ r ９７．３ △１．４ １０３．５ ３．０ r ９８．２ ０．６ １００．８ △１．２
１２月 r ９９．１ １．２ １０５．８ １．５ r ９８．９ １．６ １０５．４ １．８ r ９８．０ △０．２ １０１．１ ０．３

２０１８年 １月 r ９５．２ △３．９ １００．８ △４．７ r ９５．８ △３．１ １００．２ △４．９ r ９９．３ １．３ １００．５ △０．６
２月 r ９５．２ ０．０ １０３．５ ２．７ r ９５．８ ０．０ １０１．９ １．７ r１０１．４ ２．１ １００．８ ０．３
３月 r ９８．２ ３．２ １０５．７ ２．１ r ９８．２ ２．５ １０３．４ １．５ r１０１．２ △０．２ １０４．１ ３．３
４月 r ９８．４ ０．２ １０５．４ △０．３ r ９９．１ ０．９ １０５．２ １．７ r１００．４ △０．８ １０３．２ △０．９
５月 r ９９．６ １．２ １０４．８ △０．６ r ９８．５ △０．６ １０３．０ △２．１ r１０３．２ ２．８ １０３．２ ０．０
６月 r ９６．６ △３．０ １０３．４ △１．３ r ９３．６ △５．０ １０３．６ ０．６ r１０３．７ ０．５ １０１．４ △１．７
７月 r ９６．０ △０．６ １０３．０ △０．４ r ９５．６ ２．１ １０１．４ △２．１ r１０１．９ △１．７ １０１．６ ０．２
８月 r ９３．６ △２．５ １０３．３ ０．３ r ９５．６ ０．０ １０３．２ １．８ r１０１．０ △０．９ １０１．４ △０．２
９月 r ８６．０ △８．１ １０２．９ △０．４ r ８６．１ △９．９ １０１．１ △２．０ r１０１．０ ０．０ １０２．６ １．２
１０月 r ９５．５ １０．８ １０５．９ ２．９ r ９４．６ ９．９ １０４．６ ３．５ r１０１．５ ０．５ １０１．３ △１．３
１１月 p９７．７ ２．３ １０４．８ △１．０ p９６．８ ２．３ １０３．３ △１．２ p１０１．２ △０．３ １０１．４ ０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１１０ ０．９ r １９６，２２３ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８１９ １．３ r １３０，８６９ ０．９

２０１７年７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 ２６１，５１６ １．５ ５３，５２２ ０．７ ５７，２１８ ３．８ １８，６８１ ０．１ ２０４，２９８ ０．９ ３４，８４０ １．１

２０１８年１～３月 ２３７，１０８ １．２ ４７，７４３ ０．４ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８３０ １．４ ３１，６７４ １．２
４～６月 ２３１，１９６ ０．７ ４７，２５８ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２１７ ０．４ ３１，９７８ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２

２０１７年 １１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５
２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４１７ １．２ １６，３５１ ０．３ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７１２ １．５ １０，６４４ ０．６
４月 ７７，０５２ ０．８ １５，５６４△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９３８ ０．３ １０，５５８ △０．３
５月 ７６，８１８△０．４ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７７７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，７１９ ０．３ １６，４２３△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８６ △２．３ ６２，０９３ △０．６ １０，６３７ △１．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年２月号

ｏ．２７１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2019.01.18 19.27.47  Page 31 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４３ ３．２ r ２５５，４６５ ５．３ r ６１，６２４ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９２０ △０．４

２０１７年７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ r ６５，７０７ ５．８ １５，４５２ ６．５ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ １１，２８８ ３．７ ６３，９５１ ５．１ １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９２６ ２．１ ６４，０４９ ４．８ １５，２０３ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２２３ △０．３
４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０９４ ２．９ ６４，９９６ ５．２ １６，０６３ ５．９ ３６，９５０ ０．６ ８，６１９ △１．９
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，４２４ ０．９ ６７，８４２ ３．２ １６，３５１ ５．３ ３４，６３４ ４．７ ８，２６７ ０．９

２０１７年 １１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７
２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７
３月 １３，９９８△０．５ ４，０３２ ０．２ １９，８９７ ６．１ ５，３０７ ８．７ ９，４８５ ３．８ ２，６３３ ０．４
４月 １０，７９８△１．１ ３，３４２ ０．８ ２１，５１９ ６．０ ５，３３７ ７．８ １２，２９２ ４．１ ２，９７６ ０．５
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４９ ０．４ ２１，１０１ ４．５ ５，３２６ ３．９ １３，２３５ △２．９ ２，９５５ △５．４
６月 １０，７９９ ６．４ ３，５０４ ７．６ ２２，３７６ ５．２ ５，４００ ６．２ １１，４２３ １．２ ２，６８９ △０．４
７月 １２，８９５△９．１ ４，５２５△１．５ ２２，３７６ ０．７ ５，７０５ ６．０ １１，６３３ △３．３ ２，９３５ ０．８
８月 １１，３９６ ３．１ ３，５０８△１．６ ２３，２０５ ３．９ ５，４６９ ５．２ １１，２３４ △０．１ ２，７４０ △１．３
９月 １２，００１ １２．０ ３，３９２ ７．４ ２２，２６１ ５．２ ５，１７７ ４．６ １１，７６７ ２０．２ ２，５９３ ３．４
１０月 １０，８３５ １．８ ３，１０８ ０．１ ２１，６６６ ２．７ ５，３７７ ６．５ １１，５３２ ５．０ ２，７４６ ５．７
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３８０△１．６ ２１，７５７ ３．５ ５，２６２ ４．８ １１，６７８ ５．７ ２，６８９ △２．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，２０２ △２２．８ ４６８ ２．０

２０１７年 １１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２
２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ p １４３ ３２．４
４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ p １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ p １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ p １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ p ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ p １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ p １１５ △５．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年２月号

ｏ．２７１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2019.01.18 19.27.47  Page 32 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．５

２０１７年７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．４
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４５ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．４

２０１７年 １１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４
２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５
４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．５
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．２
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．４
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．４
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．３
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ － ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ － ２．５

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６４ △１３．５ ２，１５９ △１．３ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５０ △１５．３ ２，０６９ １．８ １１１．４４ ２４，１２０

２０１７年 １１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８
２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４
４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（３）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年２月号
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０１８年１０～１２月期実績、２０１９年１～３月期見通し）

●経営のアドバイス
キャッシュレス化とデジタルマネーの未来

●寄稿
食品産業におけるロボット活用について
－食品ロボット実証ラボの開設－

●経済コラム 北斗星
不安高まる「平成」時代の終わり
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